
・ 年 3 月 日31有 無 22-(1)-040010 令和8

第２号様式

サービスの質の向上、人材育成・処遇改善に係る取組実績

事業所番号 14○○○○○○○○

事業所名 特別養護老人ホームかながわ

≪優良介護サービス事業所「かながわ認証」に関する要綱に基づく認証の有無≫

　認証の有無 （有の場合） 認証事業所番号 認証の有効期限

実績の記載にあたって
● すでに「かながわ認証」を受けている事業所についても、記載が必要な項目

すべてにご回答ください。

記載に当たっての注意事項＜全般＞

・ 塗りつぶしになっている部分は入力不要ですので、白欄の部分のみ記載

ください。

・ 各項目の右上に記載されている「対象期間又は基準日」の実績を記載ください。

・ 「対象サービス」が記載されている項目は、該当する事業所のみ、記載ください。

・ その他、各項目の注意事項に沿って、記載ください。

・ 提出後、選考の過程で、訪問調査を実施し、実績確認等を行う場合

がありますので、記載内容を十分確認の上、提出ください。

・認証事業所番号は半角にて文字記入して」ください。（ 入力例： 22-(1)-040010 ）

・認証の有効期限は和暦で入力してください （ 入力例： 令和8 ）

登録された後は上記の様に和暦にて表示されます。
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１　サービスの質の向上に係る成果・取組内容

（１）要介護度の維持・改善

名

名

名

（２）リハビリテーションの充実

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

１週間のうち、常勤の従業者が勤務すべき時間数 時間

※常勤換算人数とは、当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務す
べき時間数で除することにより、当該事業所の従業者の人数を常勤の従業者の人数に換算した人数をいう。

※看護師と機能訓練指導員を兼務する場合等は、それぞれの職種における勤務延時間数を算入してく
ださい。

言語聴覚士 0

作業療法士 0

機能訓練指導員 0

理学療法士 0

※「要介護度の維持・改善に係る評価対象利用者（入所者）名簿（第３号様式）」を作成の上、記入
してください。

該当サービス
通所系サービス

（小規模多機能型居宅介護を除く）

基準日 令和6年4月1日

実人数
常勤 非常勤

合計
常勤換算
人数専従 非専従 専従 非専従

要介護度の維持・改善率
1.000

対象期間 令和6年4月1日～令和7年3月31日

　当該事業所のサービスを３か月以上利用している者のうち、対象期間内に
更新・変更認定を受けた者
（要介護度５の利用者であって、更新・変更認定後も維持した者を除く。）

3

うち、要介護度の改善者数 1

うち、要介護度の維持者数 1

・第３号様式を作成した後に、第３号様式の右下の合計欄をこの項目に記載してください。

・要介護度５の利用者であって、更新・変更認定後も維持した者は除いてください。

・当該事業所のサービスを３か月以上利用した後に更新・変更認定を受けた者を対象としてくだ

さい。

この項目は、通所系サービス（（看護）小規模多機能型居宅介護事業所以外）の方のみ記載してく

ださい。
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（３）在宅復帰

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人 人 人

※自宅等とは、「自宅、有料老人ホーム、認知症高齢者グループホーム、サービス付き高齢者向け住
宅、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、ケアハウス」とします。

合計（死亡者除く） 0 0 0 0 0 0 0

0

死亡者

その他
（介護保険施設、医療機関等）

0

0

対象期間に退所した者のうち、自宅等に退所した者の割合 #DIV/0!

自宅等
0

対象期間 令和6年4月1日〜令和7年3月31日

退所先 要支援１要支援２要介護１要介護２要介護３要介護４要介護５ 合計

該当サービス 介護老人保健施設

従業員に関する内容の記載に当たっては、以下の内容を確認ください。

＜実人数ついて＞

・ 実人数は、常勤及び非常勤の勤務形態別に、当該業務に係る専従及び非専従に該当する者及びその合計の人数を記載

してください。また、それぞれ常勤換算人数を記載してください。

＜常勤・非常勤の勤務形態について＞

・ 「常勤」とは、当該事業所で定める『常勤が勤務すべき時間数』勤務している者を指します。正規職員、非正規職員

（派遣労働者、パートタイム労働者）の別は問いません。

・ 当該事業所に併設される事業所の職務、同一敷地内にある他の事業所の職務を兼務する場合（ともに同一法人である

場合に限る）は、それぞれに係る時間数を足して『常勤が勤務すべき時間数』に達していれば、当該職員は「常勤」と

なります。

・ 「非常勤」とは、『常勤が勤務すべき時間数』を下回る勤務時間数の者を指します。

＜専従・非専従について＞

・ 「専従」とは、当該サービスの当該職種にのみ従事している者を指します。

・ 「非専従」とは、他のサービス、他の職種、他の事業所業務を兼務している者を指します。

・ 介護老人福祉施設と短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護等、

複数の指定を受け、一体的に運営している事業所の従業者は、勤務実態に係わらず、複数サービスを‘兼務’している

者として扱いますので、全て「非専従」となります。

＜常勤換算人数について＞

・ 常勤換算人数は自動計算されませんので、全ての職種で計算し、記載してください。

・ 行政に提出する常勤換算方法で記載してください。勤務形態一覧表を参考。

＜その他＞

・ 従業者の実人数について、数職種を兼務している場合、兼務している職種欄全てに人数を記載してください。その際、

時間案分せず職種欄全てに「１（整数）」と記載してください。

この項目は、介護老人保健施設のみ記載してください。

自宅等に含まれない場合（死亡者を除く）は、「その他(介護保険施設、医療機関

等)」に記載し、対象期間内の退所者数を記載してください。
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（４）看取りへの対応

・

・

・

（５）中重度要介護者の対応

人

人 人 人 人 人 人 人 人

（６）認知症高齢者への対応

名

名

利用者の人数
80

うち認知症日常生活自立度Ⅲ以上の利用者数
70

基準日時点の認知症日常生活自立度Ⅲ以上の者の受入割合 87.50%

80

入所者の平均要介護度
（要支援を除く）

4.188

基準日 令和6年4月1日

介護サービスの入所者への提供実績

要介護４ 要介護５ 合計

0 0 0 0 20 25 35

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３

看取り介護実施実績（看取り件数） 3 件

基準日 令和6年4月1日

利用（入所）定員
80

看取りに関する指針の策定又は利用者個々に看取り介護に係る計画の作成 有 無

看取り介護に係る技術向上（看取り研修の実施状況） 有 無

次の項目に該当する場合は、取組の有無をチェックしてください。

項目 体制又は実績の有無

24時間連絡できる体制（24時間連絡体制） 有 無

該当サービス
訪問系、通所系（小規模多機能型居宅介護）

居住系、入所系（老健を除く）

対象期間 令和6年4月1日〜令和7年3月31日

４月１日時点での契約者について要支援者の数も含め

て、記載してください。

こちらの項目は、訪問系、通所系（小規模多機能型居宅介護）、居住系、

入所系サービス（老健を除く）についての方が記入が必要です。
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（７）取組内容や支援方法の内容等

・

・

・

・

例
・地域のお祭りへの参加、地域の会社としてお祭りを開催
し、地域住人と繋がりを持ち、顔の見える関係の構築に努
めた。

・防災でのアクションカードを作成し、週に〇回口頭での
防災訓練、月に〇回実際に体を動かして避難先まで避難す
る訓練を実施している。

・理学療法士やノーリフト委員を中心に、単なる「スタッ
フの腰痛予防」という観点にとどまるのではなく、抱え上
げられる側の利用者にとって適切なケアを目指して取り組
んでいる。

例
・地域活動を通じて繋がりを深めること
で、事業所単体では対応することのでき
ないご利用者のニーズや想いを地域住民
等と積極的に連携することで実現した。

・アクションカードを使用することで
リーダーの役割、スタッフの動きが明ら
かになった。実際に訓練をすることで不
足している部分や動きに無駄があること
が明確化された。

・スライディンググローブ、スライディ
ングボード、床走行式リフトの活用が広
まっている。スライディンググローブ
は、スタッフ全員に携帯・活用が定着し
習慣化されている。
また、新規採用者に向けて事業所のPTか
ら個別ケア手法のアドバイスを行ってい
る。

※必要に応じて、枠を拡げてください。
※枠内への記載のほか、資料を添付いただいても構いません。

利用者アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組み 有 無

【サービスの質の向上に関する取組内容】※記載必須

・上記４項目のうち、「有」と回答した内容を記載ください。

・サービスの質の向上に係る取組のうち、事業所として最も力を入れて取り組んでいる内容を記載し
てください。（先駆性・独自性のある取組内容を特に評価します。また、法人全体としてではなく、
事業所ごとの内容を記載してください。）

・評価項目に含まれない取組（災害対策、感染症対策等）についても、サービスの質の向上に関し
て、特に力を入れて取り組んでいる内容があれば記載できます。

取組内容 成果

認知症未病改善と健康の維持向上を目的に、コグニサイズの取組みを実施 有 無

介護ロボットの導入又はICTを活用した介護現場の生産性向上を目指した実践
（例：アシストスーツの導入、科学的介護情報システム（LIFE）の活用など）

有 無

対象期間 令和6年4月1日〜令和7年3月31日

次の項目に該当する場合は、取組の有無をチェックしてください。

項目 取組の有無

県が作成した高齢者の権利擁護のための研修プログラム又は同程度の資料・教材
を活用し、全従業者を対象とした研修を実施
〈同程度の例〉
「施設職員のための高齢者虐待防止の手引き
（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u6s/cnt/f3673/p1082156.html）
」に沿った内容、合計2～3時間程度の研修など

有 無

チェック欄に当てはまる取組を実施している場合は、チェックをしてください。

令和７年度から変更しています。※記載必須になります。

上記４項目のうち、「有」と回答した内容やサービスの質の向上に関する取組のうち、事

業所として最も力を入れて取り組んでいる内容を記載してください。
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２　人材育成・処遇改善等に係る成果・取組内容

（１）介護職員等の離職率

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

過去３年度の離職率
（過去３年度の平均）

11.38%

※介護職員等とは、利用者に直接サービス提供する職員（介護職員、訪問介護員、機能訓練指導員、
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員（保健師、看護師又は准看護師））を言います。
※在籍者数は、時点の介護職員等の人数を記載してください。

12.50 ％１年間の離職（退職）者数 5 2 7

％１年間の離職（退職）者数 2 1 3 5.26

令和６年度
令和6年3月31日時点の在籍者数 34 22 56

令和５年度
令和5年3月31日時点の在籍者数 33 24 57

16.36 ％１年間の離職（退職）者数 7 2 9

過去３年度の実績 常勤 非常勤 合計 離職率

令和４年度
令和4年3月31日時点の在籍者数 34 21 55

基準日 過去３年度

離職率とは、

「１年間の離職者数÷前年度末（3月31日）時点の在籍者×100」としています。

※同一年度内で入職・離職をされた職員も離職者に含まれます。

介護職員等とは、

「利用者に直接サービス提供する職員（介護職員、訪問介護員、機能訓練指導員、理学

療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員（保健師、看護師又は准看護師））」となり

ますので、その実績を記載してください。
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（２）介護職員等の勤続年数

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

（３）介護職員が有している資格

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

人 人 人 人 人

介護職員のうち、介護福祉士の割合 51.79%

合計 0 45 0 34 79

介護支援専門員 0 0 0 0 0

介護職員初任者研修 0 25 0 22 47

実務者研修 0 3 0 0 3

介護福祉士 0 17 0 12 29

介護職員（総数） 0 34 0 22 56

常勤 非常勤
合計

専従 非専従 専従 非専従

介護職員等のうち、３年以上の勤続年数のある者の割合 62.50%

※介護職員等とは、利用者に直接サービス提供する職員（介護職員、訪問介護員、機能訓練指導員、
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員（保健師、看護師又は准看護師））を言います。

該当サービス
訪問系(訪看、訪問リハを除く）、

通所系、居住系、入所系

基準日 令和6年4月1日

合計 0 34 0 22 56

10年以上の者の人数 0 10 0 3 13

５年～10年未満の者の人数 0 5 0 7 12

３年～５年未満の者の人数 0 6 0 4 10

6

１年～３年未満の者の人数 0 8 0 7 15

非専従 専従 非専従

１年未満の者の人数 0 5 0 1

基準日 令和6年4月1日

常勤 非常勤
合計

専従

＜経験年数について＞ 原則、応募事業所における経験年数です。

・ 同一法人内であれば、異なるサービスの事業所での経験年数を通算することができます。

・ また、事業所の合併又は別法人による事業の継承の場合であって、事業所が実質的に

継続して運営していると認められる場合には、勤続年数を通算することができます。

・介護職員のみの人数です。

・介護職員（総数）は保有資格数とは異なります。合計と一致する必要はございません。介

護職員の人数を記入してください。

・一人の介護職員が複数の資格を持っている場合は、すべての項目に記入してください。

・ヘルパー２級は初任者研修として記入してください。それ以外の該当しない資格は記入で

きません。
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（４）研修の実施状況

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 3 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人 日 人

人合計 8

（研修名） 0

0

（研修名） 0

（研修名） 0

介護技術講習指導者研修 県介護福祉士会 令和6年8月 3 1

（研修名）

喀痰吸引等研修（3号） 0

喀痰吸引等研修（2号） 0

喀痰吸引等研修（1号） 0

ファーストステップ研修 0

実務者研修 0

介護職員初任者研修 0

主任介護支援専門員研修 0

苦情解決研修 0

業務改善等研修会 0

看護実務基礎研修 0

看護実務者研修 0

認知症介護実践ﾘｰﾀﾞｰ研修 0

看護指導者養成研修 0

認知症介護指導者ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修 県（認知症介護研究・研修東京センター） 令和6年5月 1 5 5

研修日数
（②）

延べ受講者数
［人×日］
③（①×②）

認知症介護実践者研修 0

対象期間 令和6年4月1日〜令和7年3月31日

ア　外部研修（研修の実施状況について、記載してください。）

研修名 研修実施機関 受講年月
受講者数
（①）

認知症介護指導者養成研修 0

介護職員等を対象とした研修について、記載してください。

ア 外部研修(労働時間内に介護職員等が受講した研修)

・ 対象期間内に介護職員等が受講した外部研修について、記載してください。

・ ただし、介護職員自らが休暇等をとって受講した研修、受講が義務付けられ

ている研修(法定研修)は除きます。

・ すでに記載されている研修以外に、受講している研修がある場合は、行を

追加して、研修名等を記載してください。

・ 研修日数は、１日研修（４時間以上）の場合は、「１」、半日研修(４時間

未満)は「0.5」と記載してください。

イ 内部研修（施設・事業所が認め、計画的に実施したもの）

・ 外部講師による研修のほか、外部研修に参加した職員が講師となる伝達研修等、

施設内の介護関係職種を対象に管理者が開催を認めた研修とします。

（個々の職員の有志等で開催したものは含めません）

すでに記載されている研修以外に、

受講している研修がある場合は、行を

追加して、研修名等を記載ください。

研修名は（研修名）に上書きして構いませ

ん。

「その他」として複数の研修をまとめる事

はできません。
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人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人

※イの研修は、外部講師による研修のほか、外部研修に参加した職員が講師となる伝達研修等、施設
内の介護関係職種を対象に管理者が開催を認めた研修とします。（個々の職員の有志等で開催したも
のは含めません）

オ　外部・内部研修受講率

延べ受講者数
［人×日］
⑨（③＋⑧）

36.83
介護職員等に対する

研修受講率
（⑨÷⑦）

0.66

※ア、イの対象となる研修は、介護に関する知識・技術の向上、資質の向上、労働環境等の改善等、
サービスの質の向上に関する研修とします。

0.14

エ　内部研修受講率

延べ受講者数
［人×時間］

⑥
173

延べ受講者数
［人×日］
⑧

28.83
介護職員等に対する

研修受講率
（⑧÷⑦）

0.51

0

合計 173

ウ　外部研修受講率

延べ受講者数
［人×日］
③

8
介護職員等の総数

⑦
56

介護職員等に対する
研修受講率
（③÷⑦）

時間

時間 0

ターミナルケア伝達研修 施設長伝達研修 令和7年2月
17 3 時間

時間 50

自立に向けた食事介助  県介護福祉士会○○　○○ 令和6年8月
14 3 時間

51

延べ受講者数
［人×時間］
⑥（④×⑤）

ターミナルケア研修  □□大学○○　○○ 令和6年6月
15 2 時間 30

イ　内部研修（施設・事業所が認め、計画的に実施したもの）

研修名 研修実施機関 受講年月
受講者数
（④）

研修時間
（⑤）

42

接遇に関する研修  （株）□□○○　○○ 令和6年12月
20 2.5
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日

日

有 ・ 無

年 6 月 日 ～ 年 3 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

有 ・ 無

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日 ～ 年 月 日

※取得開始日が対象期間内であるものを記載してください。
※取得者はＡ、Ｂ、Ｃのまま記入せず、匿名とし、性別及び取得期間のみ記載してください、

Ｃ

Ｂ

次の項目に該当する場合は、取組の有無をチェックの上、実績を記載してください。

介護休業制度の取得実績

取得者 性別 取得期間

Ａ

Ｃ

Ｂ

Ａ 男 2024 1 2025 31

489

年次有給休暇取得率 48.90%

次の項目に該当する場合は、取組の有無をチェックの上、実績を記載してください。

育児休業制度の取得実績

取得者 性別 取得期間

（５）ワークライフバランスに基づく職場環境整備 対象期間 令和6年4月1日〜令和7年3月31日

年次有給休暇取得

従業員への年次有給休暇全付与日数（繰越日数を除く。）
1000

うち全取得日数

全サービスご記入ください。

年次有給休暇取得

・ 対象期間内の実績を記載ください。

・ 法人内兼務職員の有給休暇日数は、兼務事業所毎に同様の日数を記載してください。

・ 本項目については、事業所のすべての従業員を対象として集計してください。

育児休業取得の取得実績

・ 対象期間内に取得開始した実績を記載ください。

・ 取得者については、匿名とし、記載は不要ですので、性別のみ記載ください。
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（６）取組内容や支援方法の内容等

・

・

・

・

※必要に応じて、枠を拡げてください。
※枠内への記載のほか、資料を添付いただいても構いません。

【人材確保・人材育成・処遇改善等に関する取組内容】※記載必須

・上記４項目のうち、「有」と回答した内容を記載ください。

・人材確保・人材育成・処遇改善等に係る取組のうち、事業所として最も力を入れて取り組んでいる
内容を記載してください。（先駆性・独自性のある取組内容を特に評価します。また、法人全体とし
てではなく、事業所ごとの内容を記載してください。）

・評価項目に含まれない取組についても、人材確保・人材育成・処遇改善等に関して、特に力を入れ
て取り組んでいる内容があれば記載できます。

取組内容 成果

例
・地域住民を対象にセミナーや介護の仕事の理解を進める
体験事業を行い人材確保を図っている。

・事業所として初めて外国人職員を雇用するにあたり、プ
リセプター、アドバイザー、管理者3名によるOJTの実施や
書類にふりがなを振るなど、安心して働ける職場環境の整
備を行った。

・積極的に実習生の受入れを推進することで、学生の育成
機会だけでなく、実習の担当経験を通じてスタッフの育成
の機会作りを行っている。

・スタッフの疲労、ストレス解消を図るため有給休暇（最
低10日間）・リフレッシュ休暇の取得達成と出勤時間等勤
務時間の調整を図り、誰もが無理なく働くことができる環
境を作っている。

例
・介護の現場を体験してもらい就労いた
だくことで、新たな人材層の獲得につな
がっている。

・職場全体が簡単な日本語でコミュニ
ケーションをするようになるなどの波及
効果が生まれた。月１度の面談では「こ
こまで優しくしてもらえるとは思ってい
なかった。たくさん勉強してここで働き
たい」と前向きな言葉を聞いている。

・実習担当スタッフだけでなく、他のス
タッフも学生からの質問に対応するなど
普段の取組を言語化し、伝えることで内
省する機会となった。学生は時折、現場
のイベント等に参加するなど現場から学
ぶ姿勢が継続している。

・事業所の職員全員が有給休暇・リフ
レッシュ休暇を取得できるように応援体
制を構築し所得目標を達成できている。
無理のない働き方のサポートを実現する
ことで人材確保・サービスの向上に繋
がっている。

代替要員の確保 有 無

介護休業規定（子の看護休暇、介護休暇、育児・介護のための時間外労働の制
限、所定外労働の制限等）

有 無

キャリアパスの整備 有 無

介護職員の資格取得に向けた研修受講費等の負担 有 無

対象期間 令和6年4月1日〜令和7年3月31日

次の項目に該当する場合は、取組の有無をチェックしてください。

項目 取組の有無

チェック欄に当てはまる取組を実施している場合は、チェックをしてください。

令和７年度から変更しています。※記載必須になります。

上記４項目のうち、「有」と回答した内容や人材確保・人材育成・処遇改善等に関する取

組のうち、事業所として最も力を入れて取り組んでいる内容を記載してください。
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３　その他（サービス評価の実施状況及び同一法人内における不祥事等）

（１）サービス評価の実施状況

・ 年 11 月 20 日

・ 年 月 日

・

※「有」とした場合は、必ず記載してください。
※虚偽の内容又は記載漏れがあると、要綱第10条の規定により、表彰の取消及び奨励金を返還させる
場合があります。

発生年月日 不祥事の概要

2023年5月17日 虐待の隠蔽

次の項目に該当する場合は、取組の有無をチェックの上、発生状況を記載してください。

法人における重大な不祥事の発生状況の有無 有 無

※　法人における重大な不祥事とは、隠蔽、談合、粉飾決算等とします。

（有の場合は必ず記載してください。）

地域密着型サービスの評価の実施状況 有 無 実施した直近の年月日

（２）法人における不祥事の発生状況の有無 基準日 過去３年度

基準日 過去３年度

次の項目に該当する場合は、取組の有無をチェックの上、実施状況を記載してください。

福祉サービス第三者評価の実施状況 有 無 実施した直近の年月日 2023

同一法人内の事業所における状況も必ず確認をして記載してください。虚偽の内容又

は記載漏れがあると、表彰の取消及び奨励金を返還させる場合もあります。
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